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１１月９日、「公立学校共済組合運営審議会委員等の任命取消訴訟の公正な判

決を求める要請」署名を東京地方裁判所民事第１１部へ提出しました。提出し

た署名数は、各県構成組織の団体署名４０８筆、公立学校共済組合各県支部の

運営審議会委員の皆さんの署名４３筆です。 

全教構成組織選出の各県支部運審委員４９名のうち、４３名の署名が集まり

ました。短期間で集中的にとりくんでいただき、ありがとうございました。 

 

 

 

 

                                     

 

これまで裁判では、運営審議会委員、理事の任命は、日教組、全日教連のポ

ストのひとつとなっており、その日教組、全日教連の組織決定どおり、100％

選任されてきていること、そのことが、情報収集手続の段階から保障されてい

ることを明らかにしました。判決での勝利は、全教の推薦が一切審査されず、

公立学校共済組合 8 万人の意向を無視し続けてきたことに対する大きな打撃に

なります。 

判決言渡日は１２月１２日です。当日１８時から、全国教育文化会館７F会議

室にて、判決報告集会を開催する予定です。別途、開催通知を送付いたします

ので、積極的な参加をお願いいたします。 

 

 

判決言渡期日  １２月１２日（水）１３時１５分 


